
こども家庭庁関係説明会Ｑ＆Ａから（2022 年 12 月 2日現在版） 

 

Ｑ１ 

子ども基本法第１０条第５項では、市町村こども計画について、①子ども・若者計画、②子どもの貧

困対策の推進に関する法律第９条第２項に規定する市町村計画③その他法令の規定により市町村が

作成する計画と一体のものとして作成することができるとされていますが、 

【質問１】 子ども・子育て支援法に基づく、子ども・子育て支援総合計画は③に含まれるのでしょ

うか？ 

【質問２】 もし含まれるのであれば 子ども計画は、子ども・若者計画等よりも、子ども・子育て

支援総合計画と中身が重複するように感じていますが、その認識でよろしいでしょうか。 

 

Ａ１ 

【回答１】貴団体の子ども・子育て支援総合計画が子ども・子育て支援法第６１条に基づく子ども・

子育て支援事業計画及び次世代育成支援対策推進法第８条に基づく次世代育成支援行動計画を内包

する計画との位置づけであることを前提にしますと、子ども・子育て支援総合計画も「その他法令

の規定により市町村が作成する計画であってこども施策に関する事項を定めるもの」に含まれると

解されます。 

【回答２】こども大綱は、子ども・若者育成支援推進大綱、子どもの貧困対策大綱、少子化社会対策

大綱の内容を含むものとして策定されます。自治体こども計画は、このこども大綱を勘案して作成

するものです。こども施策に全体として統一的に横串を刺し、住民にとっても一層わかりやすいも

のであることが望ましいと考えます。 

 

Ｑ２ 

【質問１】次世代育成支援対策推進法に規定される「市町村行動計画」とこども基本法に規定され

る「市町村こども計画」の関係性についてご教授願いたい。 

【質問２】次世代育成支援対策推進法は令和６年度末を期限とする時限立法だが、再び延長される

見込みか。それともこども基本法に規定される「市町村こども計画」がその役割を担うため、延長さ

れない（もしくは延長されたとしても市町村こども計画策定の規定は削除される）見込みか。 

【質問３】こども基本法に規定される「市町村こども計画」を策定するにあたって、こども大綱以外

で策定指針のようなものは提供される見込みか。また、提供されるとしたらそれはいつ頃が見込ま

れるか。 

 

Ａ２ 

【回答１】市町村こども計画は、次世代育成支援対策推進法に規定される市町村行動計画と一体の

ものとして作成することが可能です。 

【回答２】次世代育成支援対策推進法の延長等については、現時点では未定です。 

【回答３】自治体こども計画については、今後とも情報報提供していく考えです。時期などは検討

中です。 

1

資料2-1



 

Ｑ３ 

こども計画について努力義務ではあるものの、国で想定している作成時期があるでしょうか。 

 

Ａ３ 

自治体こども計画は、こども大綱を勘案して策定することになっているため、こども大綱の策定（Ｒ

５秋頃を予定）以降に作られることを想定しています。 

 

Ｑ４ 

こども基本法では、各計画は、子ども・若者育成支援推進法や子どもの貧困対策の推進に関する法

律、子ども子育て支援法など、既存の各法令に基づく都道府県計画と一体のものとして作成するこ

とができると規定されています。一方、・１０月２６日に送付があった「こども家庭庁関係事務担当

者説明会Ｑ＆Ａ（こども基本法・こどもの意見聴取と政策への反映）」では以下のとおり回答されて

います。（ＱＡ１１）「したがって、国のこども大綱を勘案して作成されることとなる自治体こども

計画には、子ども・若者育成支援推進法に基づく都道府県子ども・若者計画や市町村子ども・若者計

画、子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく都道府県計画や市町村計画がそれぞれ含まれる

ことになります。このため、子ども・若者計画や、子どもの貧困に関する自治体計画が単独で作成さ

れることは、法律上、想定されておりません。」上記に鑑みますと、こども基本法第１０条第４項の

既定の意味するところは、都道府県こども計画は、子ども若者支援計画や子どもの貧困対策の計画

など各々の計画のどれか一つと一体のものとして作成可という、「できる」既定としての解釈ではな

く、既存の計画全てをこども計画に一体化するという規定であるとの理解をするということでよい

のでしょうか。 

 

Ａ４ 

自治体こども計画は、第１０条第１・２項において、国が策定するこども大綱を勘案して定めるこ

ととされています。国のこども大綱は、第９条第３項において、・少子化対策基本法第７条第１項に

規定する総合的かつ長期的な少子化に対処するための施策・子ども・若者育成支援推進法第８条第

２項各号に掲げる事項・子どもの貧困対策の推進に関する法律第８条第２項各号に掲げる事項を含

むものでなければならないとされており、したがって、こども大綱を勘案して作成する自治体こど

も計画にも、これらに相当する内容が含まれるものと解されます。その上で、同条第４・５項は、こ

ども施策に関連する計画（例：子ども・子育て支援法に基づく自治体子ども・子育て支援事業支援計

画）については、自治体こども計画と一体のものとして作成することができるということが規定さ

れているものです。 

 

Ｑ５ 

既存の計画全てとの一体的な作成を予定する場合に、各計画期間や市町における作成との調整が不

可欠であると考えます。 

 ・既存の自治体計画は、Ｒ６を終期としている状況が多いものと認識しています。（子どもの貧困
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対策計画や子ども・子育て支援事業支援計画など）そのため、Ｒ６の次期計画策定と合わせてのこ

ども計画策定ということが考えられます。 

・こども大綱をＲ５の秋頃に閣議決定を予定とのことですが、国として都道府県こども計画をいつ

までに策定することが望ましいと考えているのでしょうか。子どもに関する自治体計画の一体化を

図るのならば、法定計画である子ども・子育て支援事業支援計画との一体化は重要な論点であると

考えております。また、当該計画は、市町計画と関連を持った策定になっていることから、県及び市

町の動きとして、整合性の取れた一体化の調整が必要であると思います。国の動きに応じた県の動

き、更に市町の動きについて、どのようなスケジュールを予定することで、それぞれが十分に勘案

された作成となる予定であるか、教えていただけると助かります。 

 

Ａ５ 

自治体こども計画は、こども大綱を勘案して作成することになっているため、こども大綱の策定（Ｒ

５秋頃を予定）以降に作られることを想定しています。子ども・子育て支援事業計画などの他の計

画との関連を踏まえた具体的な策定スケジュールについては、地域の実情に応じて、各自治体でご

判断いただくものと考えています。 
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